
※助成事業申請に対して、労働局長が助成事業と認めるかどうか決定して「交付決定通知書」
を交付しますので、その通知を受け取ってから事業計画の実施に着手してください。

①交付申請書（交付要綱様式第１号）1
STEP

②直近の消費税、法人税（法人の場合）、所得税（個人の場合）に未納がないことを税
務署が証明する納税証明書※
③直近２年間の労働保険料申告書および納付書の写し
⑥口座種類、口座番号及び口座名義人がわかる書類（様式任意）
※法人登記簿謄本、公的機関が発行する証明書類は申請前３カ月以内のもの
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様式第１号 

 

平成２７年 ４月１５日 

 
岩手労働局長 弓 信幸 殿 
 

住  所 盛岡市盛岡駅西通 1 丁目 9-15 
 
事業場名 株式会社 霞 盛岡店 
 
代表者職氏名  盛岡 太郎  印 

 
 

平成  年度中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助金（業務改善助成金） 

交付申請書 
 
 
中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助金（業務改善助成金）の交付を受けたいので、下記

の書類を添えて申請します。 
 
 

記 
 
１ 申請金額  金 １，０００，０００ 円 
２ 事業の目的及び内容 
  盛岡店の最も低い時給を、現在の７１０円から７６０円に５０円引き上げることとし、 
 平成２７年６月１日から適用する。 
  在庫管理業務等の改善のため、POS システムを導入する。 
３ 国庫補助金所要額調書（別紙１） 

（添付資料） 
１ 事業実施計画書（別紙２） 
２ 法人登記簿謄本 
３ 納税証明書（消費税及び地方消費税・法人税） 
４ 労働保険料申告書及び納付書（写） （直近 2 年間） 
５ 全労働者の賃金台帳（写） （申請前６月分） 
６ 全労働者の労働者名簿（写） 
７ 見積書 
８ 誓約書 
９ 振り込みを希望する金融機関名 （任意様式） 
10 その他必要と認める書類 

次ページに記載して
ある「国庫補助金所
要額調書」の記入見
本④の金額と同額に
なります。

1

次の２点を必ず記入
してください。

①年度内に４０円（又
は６０円）以上の賃金
引上げをすること
②具体的な業務改善
計画
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金額は消費税を含んだ額で記入してください。

試作品のテスト販売の売上げなどが該当します。

基準額は引上げ額と引上げ対象労働者数により異なります。（１００万円～１５０万円）

「国庫補助基本額 H」の金額から千円未満を切り捨てた金額を記入してください。

時間給等が８００
円未満の労働者
を全員分を記入
してください。
（記入欄が不足
の場合は別紙に
記入してください。

1

「ア 賃金が時間
給等８００円未満
の労働者」の最も
低い労働者の賃
金額を４０円（ま
たは６０円）以上
の引上げ額とし
てください。
この記入例では
販売員 労働花
子さんを５０円引
上げる計画となっ
ています。

1

2

3

２

国庫補助金所要額調書（交付要綱様式第１号別紙１）

事業実施計画書（交付要綱様式第１号別紙２）

別紙２                              

事   業   実   施   計   画   書 

 

１ 申請企業の規模等 

①資本金又は 

出資の総額 

10,000 

千円 

②企業全体で常時使

用する労働者の数 

     

    ８３人 

③本店所在地 東京都千代田区霞が関１－２－２ 

２ 業務改

善等を行 

う事業場 

①事業場の名称 株式会社 霞 盛岡店 

②労働保険番号 ０３１０１ ９９９９９９ 

③所 在 地 〒０２０－８５２２ 

岩手県盛岡市盛岡駅西通１丁目９－１５ 

④電話番号 ０１９－６０４－３００８ 

⑤常時使用する 

労働者の数 

 

１８人 
⑥事業の種類 

洋品雑貨小売業 

３ 助成事業の概要 

(1) 賃金引上計画 

ア  賃金が時間給等 

800 円未満の労働者 

事業場内で最も低い 

賃金（以下「事業場内 

最低賃金」という。） 

を含む時間給等 800 円 

未満の賃金の状況 

労働者職氏名 
性

別 
生年月日 

採用 

年月日 

時間給又は時

間換算額 

販売員 

厚生 一郎 

男 昭和６２年７

月１日 

平成２５年４

月１日 

７３０円 

販売員 

労働 花子 

女 昭和６２年４

月１日 

平成２６年７

月１日 

７１０円 

     

     

     

イ  事業場内最低賃

金を引き上げる計

画 

 

①賃金計算期間 

  １日～末日 

②賃金支払日 

  翌月１６日 

③引上げ年月日  平成２７年 ６月 １日 

 

④引上げ額  氏名 厚生 一郎    引上げ額  ４０ 円 

               氏名 労働 花子    引上げ額  ５０ 円 

        …            … 
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事業場内最低賃金
に関する条文を記
入してください。

5

労働能率の増進
に効果があるこ
とを具体的・定量
的に記入してくだ
さい。

6

消費税を含んだ額
で記入してください。

7

別紙「国庫補助金
所要額調書」の「総
事業費 Ａ」と一致
します。

5

３

ウ 事業場内最低賃金 

規定を定めた就業規 

則（案） 

賃金規程 

 （事業場内最低賃金） 

第１０条 当事業場内における最も低い賃金額は、時間給または時間換算額

760 円とする。ただし、最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）第 7 条に基づ

く最低賃金の減額の特例許可を受けたものを除く。 

２ 前項の賃金額には、最低賃金法第 4条第 3項に定める賃金を算入しない。 

 また、時間換算額の算出方法は、最低賃金法施行規則第 2 条の定めるとこ

ろによる。 

附則 

第 3条 この規定は、平成 27 年 6月 1日から施行する。 

 

(2) 業務改善計画 

必要性、内容及び実施方法 実施予定時期 費用見込額 

S レジシステムの導入により、商品の愛顧状

況、棚卸作業や売り上げ状況の分析に必要と

なる時間が 20％程度短縮される。 

 

①ソフトウエア 

 

②POS 機器 

  レシートプリンタ  3 台 

  バーコードスキャナ  6 台 

  ラベルプリンタ   3 台 

  キャッシュドロア  3 台 

  カスタマーディスプレイ  2 台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①平成 27 年○月○日 

 

②平成 27 年○月○日 

 

 

 

 

①   420,500 円 

 

②  1,680,000 円 

費 用 見 込 額 合 計     2,100,500 円 
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(3)  労働能率の増進に資する業務改善計画に対する労働者※１の意見 

意見を聴いた労働者の職氏名 

主任販売員 内丸 陽子 

 

 

意 見 

POS レジシステムの導入により、商品の在庫管理に必要となる時間が短縮できると思うので、

計画に賛成します。 

 

 

 

 

(4) 事業完了予定期日    平成○○年○○月○○日 

４ 交付の決定前６月間の解雇等の状況※２ 

 

なし 

 

 

 

 

５ 業務改善助成金の受給の有無 

有 ・ 無 有の場合、受給した年度  

６ 他の助成金の受給、申請の有無 

有 ・ 無 有の場合、助成金の名称  

７ その他 

 過去 3年間、岩手労働局から助成金の不支給措置はとられていません。 

 

 

※
１ 業務改善の対象業務に従事している労働者から一人選んでください。なお、就業規則の作成又は変更における意見

聴取の対象者は、当該事業場に労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半

数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者となります（当該事業場の労働者数が常時 10

人未満の場合を含む。）。 

※２ 解雇等とは、 解雇（天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合又は労働者の責めに

帰すべき事由に基づいて解雇した場合は、その旨を記載して下さい。）のほかに、① その者の非違によることなく勧奨

を受けて労働者が退職した場合又は主として企業経営上の理由により退職を希望する労働者の募集を行った場合におい

て、労働者がこれに応じた場合、②当該事業場の労働者の時間当たりの賃金額を引き下げた場合、③所定労働時間の短縮

又は所定労働日の減少（天災事変その他やむを得ない事由のために事業の正常な運営が不可能となった場合又は法定休暇

の取得その他労働者の都合による場合を除く。）に係る労働契約の内容を変更して当該事業場の労働者について、変更前

の労働契約に基づいて算定した賃金額より当該変更後の賃金額を減じた場合 
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※事業完了とは？

①賃金引き上げ完了
→第1回目賃金の
支払日（記入例では
７月１６日）

②物品の購入完了
→領収書の日付

この２つが確実に完
了していることが必要
です。


